








































































































































年 実質値 推定値 有効 生産性 誤差 実質値 推定値 有効 利潤率 誤差
1956 一〇．99 一1．23一〇．51 一〇．72 0．24
1957 一〇．17 一〇．60 一〇．38一〇．22 0．43 一1．01 一1．50一〇．47 一1．13 0．49
1958 一1．24 一1．22一〇．54 一〇．68 一〇．02 一1．58 一1，02一〇．64 一〇．38 0．56
1959 一〇．92 一〇。48 一〇．26 一〇．22一〇．44 一〇．35 一〇．85 一〇．35 一〇．500．50
1960 一〇．13 0．53 0．080．45一〇．68 一〇．47 一〇．13 0．02一〇．15 一〇．32
1961 1．69 1．260．43 0．830．43 1．181．07 0．38 0．690．11
1962 0．58 0．47 0．290．18 0．11 0．82 0．94 0．24 0．70一〇 12
1963 0．01 0．17 0．33一〇，16 一〇．16 0．88 0．64 0．29 0．35 0．24
1964 1．19 1．09 0．560．53 0．10 0．55 0．84 0．530．31一〇。29


















































































































年 実質値 推定値 物価 生産性 賃金（一1） 誤差
1965 一〇．93 一〇．83 一〇．11 一〇．19 一〇．54 0．10
1966 一〇、93 一1．0ユ 一〇．22 一〇．28 一〇．51 0．08
1967 一〇．64 一〇．75 一〇．30 一〇．04 一〇．41 0．11
1968 一〇．47 一〇．39 一〇．20・ 0．07 一〇．26 一〇．08
1969 一〇．14 一〇．15 一〇．21 0．14 一〇．08 0．02
1970 0．28 0．31 一〇．02 0．20 0．13 一〇．03
1971 0．03 0．05 一〇．13 一〇．46 0．63 一〇。02
1972 一〇．21 一〇．26 一〇．23 一〇．06 0．03 0．05
1973 0．53 0．62 0．28 0．15 0．19一〇．0























年 実質値 推定値 春闘 有効求人 誤差
1965 一1．17 一1．20 一〇．77 一〇．44 0．04
1966 一1．00 一1．13 一〇．77 一〇．36 0．13
1967 一Q．76 一Q．65 一〇．53 一〇．13 一〇．11
1968 一〇．46 一〇．41 一〇．39 一〇．02 一〇．05
1969 一〇．11 0．03 一〇．11 0．14 一〇．13
1970 0．7！ 0．46 0．23 0．23 0．25
1971 一〇．27 0．01 0．03 一〇．02 一〇．28
1972 一〇．OI 一〇．16 一〇．17 0．01 0．14
1973 1．01 0．97 0．43 0．54 0．04























年 実質値 推定値 物価 有効求人 交渉力 誤差
1965 一1．17 一L20 一〇．12 一〇．51 一〇．57 0．04
1966 一LOO 一1．03 一〇．26 一〇，42 一〇．35 0．03
1967 一〇．76 一〇．61 一〇．36 一〇、15 一〇．100．15
1968 一〇，46 一〇．49 一〇．24 一〇．02 一〇．23 0．03
1969 一〇．11 一〇．12 一〇．25 0．16 一〇．03 0．O1
1970 0．71 0．54 一〇．03 0．27 0．30 0．16
1971 一〇．27 一〇．26 一〇．15 一〇，02 一〇．08 一〇．02
1972 一〇．Ol 0．02 一〇．28 0．02 0．28一〇．04
1973 1．01 LO6 0．33 0．63 0．10一〇．05




















































































































































































































年 実質値 推定値物価（一ユ）失業率 誤差 実質値 推定値 物価 失業率 誤差
1980 1．14 1．15 0．29 0．86一〇．01 1．95 2．02 0．851．17一〇．07
1981 1．73 1．92 1．41 0．51一〇．20 1．20 1．070．38 0．69 0．13
1982 1．21 0．78 0．630．16 0．42 0．29 0．24 0．0221 0．06
1983 一〇。63 一〇，16 0．04一〇．19 一〇．48 一〇．76 一〇．39 一〇．13 一〇．26一〇．37
ユ984 一〇．56 0．58 0．22一〇．37 0．22 一D．08一〇．56 0．06一〇．50 0．48
1985 一〇．19 一〇．30℃．10 一〇．19 0．10 一〇．69 一〇。38 一〇．11一〇．26 一〇，31
1986 一〇．56 一〇．73一〇．19 一〇．54 0．17 一〇．76 一1．09一〇．35 一〇．74 0．33
1987 一工．30 一1．12一G．58一〇．54 一〇．1ア 一1．36 一1．17一〇．44 一〇．74一〇．19
1988 一〇．71 一〇．74 一〇．72一〇，02 0．03 一〇．16 一〇．36一〇．33 一〇．02 0．20























































































































































































































































































































































































































期　間 春闘効果 生活費　　支払能力　労働市場　　交渉力 賃金格差
1956～64
P965～74
P975～79
P985～89
十十十
¥
　　　　　十十十　　　十十
¥十十　　　　　　　　　十　　　　　十十
¥十十　　　十十　　　　十
¥十　　　　　　　　　　　十十十
???
　注）＋の数が影響力の強さを示す（評価は標準化回帰分析の係数および変動要因分析
　　による）。ただし賃金格差の列は，一が縮小を，＋が拡大を示す。生活費は消費者物
　　価上昇率（当期または前期），支払能力は生産性上昇率，利潤率およびGDP成長率
　　を含み，労働市場は有効求人倍率または失業率を含んでいる。
率の説明変数は生産性上昇率と有効求人倍率であるが，50年代後半では生産
性上昇率の説明力が強く，60年代前半では有効求人倍率の説明力が強くなっ
ている。平均名目賃金の説明変数は1期前の利潤率と有効求人倍率である
が，全体として1期前の利潤率の説明力の方が大きい。しかし第2節で見た
ように，この時期には規模別賃金格差が急速に縮小しており，有効求人倍率
の上昇，したがって労働市場の逼迫は中小企業により大きな影響を与えたと
考えられる。よって全体としてみれば，この時期の賃金決定要因は，基調と
しては津田［1970］が示したように企業の支払能力であるが，有効求人倍率
の上昇に示される労働市場の逼迫が賃金上昇率を押し上げる傾向を持ってい
たといえよう。そして第1節で見たレギュラシオン様式の観点からこの時期
を特徴づければ，この時期の賃金決定様式は依然として古典的な競争的レ
ギュラシtン様式を基調としていたといえよう。とはいえ，60年代にはいる
と春闘制度が定着し始め，消費者物価上昇率，有効求人倍率および交渉力を
説明変数とする賃金関数の説明力が強くなり，65年以後の賃金決定様式が次
第に確立されつつあった。その意味で，この時期を競争的レギュラシオンか
らフォード主義的レギュラシオンへの移行期であるということが許されよ
う。
　（ii）これに対して1965～74年の期間では規模別賃金格差の硬直性が現わ
れるとともに，春闘賃上げ率の波及効果がきわめて大きい。春闘は60年代後
一219一
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半には1期前の賃金上昇率の説明力に見るように，高成長経済を背景に労働
側が「前年実績プラスα」という攻勢的な春闘によって購買力の上昇＝生活
水準の上昇を計り，70年代前半は，物価上昇率の加速に対して購買力を維持
するとともに，それ以上の賃上げが計られ，結果として，生産性上昇分が労
働側に配分された。この点に典型的なフォード主義的レギュラシオンとの相
違点を見ることができよう。そして他方，平均賃金上昇率の説明変数は，消
費者物価上昇率，有効求人倍率および労働側の交渉力であり，全体として消
費者物価上昇率の説明力，次いで交渉力の説明力が高く，有効求人倍率の説
明力はそれほど大きくない。以上から，この時期の賃金決定様式は，高雇用
経済という労働市場の逼迫が背景にあるとはいえ，景気変動と労働市場の需
給関係で賃金が決定される古典的な競争的レギュラシオンではなく，春闘制
度という独自の団体交渉制度にもとづいて労働者階級全体の実質賃金の上昇
を実現した日本的なフォード主義的レギュラシオンであったと言える。
　（iii）しかし1975～89年の時期には，春闘の波及効果は著しく低下し，交
渉力が説明力を失うとともに規模別賃金格差が拡大傾向を持ち，春闘賃上げ
率および平均賃金上昇率の説明変数に，物価上昇率と並んで失業率（あるい
は有効求人倍率）という競争的レギュラシオンの説明変数が現われている。
しかも春闘賃上げ率については消費老物価上昇率の説明力が高く，高梨
［1977］および春闘研究会［1989］の「物価上昇後追い型春闘」という春闘
の性格づけは適切であろう。ただし，物価上昇率の趨勢を考慮すれば，春闘
は70年代前半とは異なって失業の脅威の下で逆に賃上げ抑制の方向に進んだ
のである（産業予備軍効果）。さらに平均賃金の決定においてはとくに70年
代後半においてGDP成長率の説明力が強く，低成長下での競争的レギュラ
シオンへの復帰（あるいは中村［1989コに言うように，「古典的経済への復
帰」）が観察される。
　とはいえ労働市場全体は，必ずしも競争的レギュラシオソへの復帰を示し
ていない。この80年代では，春闘波及効果の低下が確認され，春闘部門と非
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春闘部門の賃金はそれぞれ独自な論理に従って決定されている。すなわち，
春闘賃上げ率は，1期前の消費者物価上昇率と失業率の説明力が大きく，マ
ルクス的な意味での産業予備軍効果のもとで，「物価後追い型春闘」によっ
て賃上げ率が抑制されてはいるが，しかし賃上げ率は平均賃金上昇率よりも
高い水準に維持されている。これに対して，非春闘部門を含む平均賃金上昇
率の説明変数は，当期の物価上昇率と失業率であるが，説明力は失業率の方
が高く，マルクス的産業予備軍効果が強く作用し，競争的レギュラシオンの
傾向が強い。以上から，70年代後半の下方調整過程をへた後に，賃金決定様
式に二重構造が現われたといえる。すなわち，一方では，春闘制度を維持
し，雇用維持と引き換えに賃金上昇率を抑制してはいるが非春闘部門より高
い賃金上昇率を維持している労使協調的レギュラシオンが支配し，他方で
は，不安定雇用形態の増大を伴いつつ産業予備軍効果の強い競争的レギュラ
シオンに支配された非春闘部門が存在する。80年代はこのように労働市場の
二重化，したがってレギュラシオン様式の二重化によって特徴づけられよ
う。
　以上から，1956～64年を競争的レギュラシオンからフォード主義的レギュ
ラシtンへの移行期，1965～74年を日本的なフォード主義的レギュラシオン
の支配，そして1975～89年忌労使協調的レギュラシオンの支配と競争的レ
ギュラシオンの部分的回復という第2節で示した仮説は不当ではないと思わ
れる。
結びにかえて
　本稿の目的は1956～89年の期間における日本の賃金決定様式の変遷をレ
ギュラシオン派の観点から特徴づけることであった。1956～64年における競
争的レギュラシオンからフォード主義的レギュラシオンへの移行，1965～
74年におけるフォード主義的レギュラシオンの支配，そして石油ショック以
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後の構造調整後の80年代における労使協調的レギュラシオンと競争的レギュ
ラシオンというレギュラシオン様式の二重化，というのがその結論である。
したがって，戦後の日本経済において安定した賃労働関係が存在したのは
1965～74年と80年代という2つの時期に過ぎな：い。
　春闘制度についてみれば，春闘は日本独自の賃金交渉制度として注目され
てはいるが，春闘制度が労働者階級全体の賃金決定に決定的な役割を果たし
たのは高度成長期の1965～74年の時期であり，安定低成長期の80年代には賃
金決定様式に二重化が現われ，単なる春季賃金交渉に転化した春闘制度は労
使協調路線をとる春闘部門（大企業）の賃金決定様式へと後退し，非春闘部
門では競争的レギュラシオンが支配的になっている。したがってまた賃金決
定様式に関するかぎり，労使協調路線は日本の伝統的労使関係ではなく，
80年代の支配的形態であるといえよう。
　ちなみに日本のレギュラシオン派内の論争について言えば，私見は，時期
区分には問題が残るとはいえ1965～74年の日本の賃金決定様式は確かに
フォード主義的であったというものである。したがってまた1956～89年全体
の日本の賃労働関係をトヨティズムと規定することはできないし，80年代の
賃労働関係もトヨティズムと規定するわけにはいかない。前者については本
稿の研究によって明かであるが，後者についてはトヨティズム的賃労働関係
が明確に定義されていないばかりか，少なくともマクロの賃労働関係が，1
企業の，したがってミクロの賃労働関係によって代表されるということが実
証されないかぎり，「トヨティズム日本」と規定することはできない。この問
題について本稿の範囲で指摘できることは，平．凡ではあるが，80年代の日本
では労使協調的レギュラシオンの支配と競争的レギュラシオンの部分的回復
が観察されるということ，したがってレギュラシオン様式のこ重構造化が存
在するということであるにすぎない。
　最後に，レギュラシオン・アプローチが制度的諸形態とマクロ経済指標の
ダイナミックスの関連を問い，安定した経済成長の制度的要因，したがって
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その背景としての社会的諸関係を問うものである以上，そして蓄積体制の危
機の原因を問うものである以上，本稿での考察は蓄積体制というマクPの経
済的社会的考察によって再検討されねばならないであろう。
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